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（学士会への投稿： 平成１７年３月１日発行 学士会会報 ２００５―II No.851 に掲載） 

 

日本の中の非効率： 「人基準」から「仕事基準」へ 

渡辺穰二 

 

政府は、平成 13 年 10 月 1 日から「改正雇用対策法」を施行した。それにより、企業は、求人募集や採用にあ

たって年齢制限を設けず、均等な機会を与えるように努める、という指針が出ている。欧米では、中高年のた

めに解雇順位での優遇1や求人での年齢制限の禁止などが一般的だが、日本もその方向になりつつある。 

 

このような施策は、中高年を守るために有効である。しかし、同時にこれが、企業経営の自由度を制限するよ

うになることも事実である。そこで、私は、この場を借りて、日本の経済全体、公的セクターを含めた国全体と

しての競争力をつけるための考え方として「仕事基準」という概念とそれに基づく組織評価の手法：COFIX（報

酬公正度指数）をご紹介したい。 

 

日本国内の標準的な評価・報酬制度は、これまで、「人基準」であるため、これまで、随分、日本経済の競争

力を失わせてきたと思われる。この「仕事基準」という概念が、日本の閉塞状態を打開するヒントを与えている

ような気がするのである。 

 

 

１． 日本の長期不況 

 

私の社会人としての経験は、外資系石油会社での 10 年近くの技術者から始まった。その後、国際的な案件

のコンサルティング業務をしながら、様々の地域や産業、欧米諸国の政策に触れ、50 歳代になった。そして

急に、日本経済や社会の問題が気になるようになった。 

 

私は、８０年代の後半に日本経済の優位性を誇らしく思いながら、米国のビジネススクール2で学んだため、

なおさら、９０年代以降の日本経済の凋落ぶりに驚くのかもしれない。当時は、日本の脅威(Japanese 

Menace）と言われ、日本経済が世界を圧倒するような印象があったが、９０年代になると、一転して不況が長

期化している。 

 

暗い一面として日本の自殺者数（総務省「世界の統計 2004 年」）は、人口 10 万人当たり 24.8 人とロシア、ハ

ンガリー、ウクライナなどに次いで、世界の第４位にある。長い不況の影響で自殺者は、98 年から 6 年連続で

3 万人を超え、交通事故死の 3 倍である。2002 年のデータでは、自殺理由として、健康問題（45％）に次いで

経済生活問題（26%）が二番目にきており、40 歳以上の中高年男性の自殺が多く、景気の動向やリストラなど

に大きく影響されていると言われている。 

 

 

                                                   
1 日本以上に欧米各国では解雇が一方的なものにならないような規制をしている。たとえば、ドイツの「解雇制限法」、イギリスの

「雇用保護法」、フランスの「経済的理由による解雇の防止と職業転換の権利に対する法律」などである。 
2 バージニア大学ダーデンスクール 
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2．  「仕事基準」の考え方 

 

私がご紹介したいのは、日本のあらゆる組織で働く人々の評価・報酬制を「仕事基準」3に変えるべきであると

いう主張である。この「仕事基準」の考え方は、欧米先進諸国では、当然のことであるが、戦後の長期にわた

り順調な経済成長が続いた日本では、人々の考え方が、未だに「人基準」である。 

 

日本の「人基準」では、人が「人」を評価し、その評価に従って報酬が支払われるが、「仕事基準」では、あく

まで市場で人が創造する「仕事の価値」を評価し、それに報酬を支払うという考え方である。「仕事基準」とい

う評価の方法で報酬を決めると、働く人々の意識にも大きな変化を与える。職場外の市場での仕事の価値に

注意が向くのである。また、職場で部下に注意する場合も、部下の性格まで問題とする「人基準」でなく、あく

まで、部下の仕事を対象とする「仕事基準」でおこなうようになるのである。 

 

このような考え方は、欧米では古くからあるようであるが、欧州においては、米国の評価手法を基に組織経営

に役立つように様々の指標4が開発され、実用的に簡略化されたのは、20 数年前にさかのぼるようである。 

 

 

３． 中高年の転職の難しさ 

 

私は、外資系石油会社に技術者として 10年ほど勤めた後、30 歳代に転職を試みたが、英語のできる技術人

材と言えば、簡単に転職できた。もちろん、最近の不況時でも、３０歳前後までなら求人は多数ある。 

 

しかし、４５歳を過ぎると急に転職が難しくなるのは、当時も今も変わらないだろう。労働省の調査によると、求

人の年齢制限が平均で４１歳程度にあるようである。経験が少ない若い人材が、転職できるにも関わらず、中

高年は、年齢から想定される報酬と肩書きのために、職が見つかりにくいのである。 

 

日本では、定年制を 65 歳に上げるような方向性がある。しかし、リストラが、度々ニュースに出るようになって

久しいが、年功者がリストラ対象から守られるという規則（年功による解雇順位など）がない。 

 

中高年の転職を 1 つの大きな社会的課題だと考えるのは、この 10 年足らずで一流大企業を含め人材のリス

トラが、経営上の通常の選択肢になってきたように思われるからである。80 年代後期に学んだ米国のビジネ

ススクールでは、「日本の経営は、人を大切にしており、米の経営者もその精神を見習うべきだ。」と教えてい

たが、日本でもその余裕がなくなってきている。 

 

                                                   
3「仕事基準」という概念は、：前田卓三氏（ヒューマンキャピタルソリューション研究所（IHCS）の代表パートナー）の共著「人

事報酬マネジメント プレジデント社刊」で紹介されている。 
4 この指標の原型は、80 年代後半、北欧の大手企業の全世界の拠点で採用され、その後、欧州を中心に日本でもキャノンなど多くの企業に

採用されている。特に、管理部門や技術研究など従来評価が難しいとされた部門の人材を含め、組織全体に共通の評価指数として使用でき

る点が特徴である。 
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しかし、一方で、人間は転職して人生をやり直すこともできる。私は、技術者から経営コンサルタントとなり、過

去、経営再建に国内外で数件従事したが、経験が多方面にわたれば、より総合的な知恵を出すこともできる。

新しい分野を学ぶにも、経験が豊富である現在の方が、若い頃に比べて理解が早いのである。 

 

近年の社会人学生の増加を見れば、学びたい人がどれだけ多いかが分かる。しかし、学校で学ばなくとも、

新しい分野・業務に転職できれば、学ぶ機会と収入面で一石二鳥なのである。加えて本人が税金を納めると

なれば、年金制度にとってもより良い選択である。 

 

 

４． 労働市場の流動性 

 

現在のようにグローバルに産業が変遷していく時代には、市場規模に合わせて多数の人材が新たな業種に

移る必要がある。中高年も含め他業種への転職が容易であれば、国による公共事業や補助金・雇用保険な

ども少なくて済むのである。 

 

高度技術や特殊なものは無理としても、業種を超える転職では、中高年でも若い人材と同様の仕事から始め

る必要もあるだろう。しかし、このようなことが難しいのは、「人基準」で年齢に従ったポストや報酬を前提とす

るためである。 

 

転職では、人に肩書きや報酬額のラベルを貼る「人基準」でなく、ポジションが生み出す価値、即ち仕事の価

値：「仕事基準」で報酬を決めるべきである。「仕事基準」となると、部長、課長など、それぞれのポジション5に

責任の大きさ、会社への影響力、仕事の難しさなどで評価を行い報酬が決められる。求人は、ポジションで

の創出される仕事の価値を評価し、年収いくらとして年齢など関係なく募集する。 

 

 

５． 日本の公的機関の動き 

  

2004年9月21日の日経新聞の記事に、「独立行政法人 労働政策研究・研修機構は、主要企業約三千社に

十月から本格的な人材の市場価値に関する調査を行う。業種・職種別に、部下数などを基にした仕事の重

みや専門性などに基づいて仕事別の市場価値を割り出し、それと賃金との相関をまとめたデータベースを構

築。ネット上などで公表して、企業が社内の賃金体系を適正化することなどに活用してもらう考えだ。こうした

データが整備されると、人材市場価値算定の客観性も増す。」とある。 

 

また、ここでの市場価値判断基準は、「役職（部長、課長など）、部下の数、仕事の社内戦略における重要度、

仕事におけるその社員の役割（中心か補助的役割か）、仕事の専門性（どの程度の専門的知識か）、問題解

決能力（ルーチンワークか課題解決を迫られるか）、対人交渉力（社内向けか社外向けか、頻度は？）など」

とある。 

                                                   
5 IHCS 研究所には、各ポジションの仕事の価値を 1 つの数値で表現するノウハウがあるが、欧州や日本でも計数百万人の企業に適応されて

おり、精度も高く標準化ができる。 
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従来公的機関の全国賃金調査は、年令を基準に、付帯事項として妻帯者子供２人というような条件をモデル

としてきたが、今回、私たちが一般に考える人間のマネジメント面の顕在能力を基準に、給与調査を始めたも

のである。この顕在能力を私の研究所は、PVI（Position Value Index）と呼ぶ指数にしており、組織全体の「仕

事基準」での報酬の公正度（COFIX：報酬公正度指数；７．参照）を調査することもできる。 

 

PVI の概念は、過去１０年近くにわたる前田卓三など民間の人事制度専門家の研究による結果でもあると考

えられるが、北欧と同様に一般化できれば労働流動性を高め失業率を減らすことにつながるであろう。 

 

 

６． 「人基準」の評価・報酬制度の問題 

 

ある中堅企業を例として、典型的な日本的人事制度上の課題を説明する。下のグラフは、両方とも横軸が年

齢である。左グラフでは、同じ年齢でも仕事の価値（PVI：Position Value Index）には、上下にかなり分散があ

るが、右グラフは、基本給が割合にまとまった形で年齢に沿って上昇していることが理解できるだろう。つまり、

年齢と共に仕事の価値は、増大するとは限らないが、報酬は確実に上昇するのである。言い換えれば、この

典型例は、仕事の価値と離れて「人」が評価され報酬が支払われていることを示しており、「人基準」での報

酬制度ということになる。 
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この例では、仕事の価値と年令との関係が非常に弱い。
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この例では、報酬と年令との関係が強い。

       

その結果、仕事の価値と報酬とは、どうなっているだろうか。下図のように、仕事の価値よりはるかに多く報酬

を得ている人材がいるのと同様に、かなり小額の報酬に甘んじている人材（組織にとって有益で都合がよい）

が、多数存在するのである。 

 

ここで最近はやりの成果主義が適用されると、有益な人材が、より難度の高い仕事に挑戦させられ、人事上

の矛盾に悩んだり、燃え尽きたり、やがて転職する道を望むことになる。終身雇用制が前提でなくなった現代

では、彼らは意欲を維持できないのである。つまり、組織にとって大切な人間がより大きな悩みを抱える。もと

もと仕事の価値を超えて高い報酬を得ていた中高年層は、働く意欲も仕事の価値も高くないのであるから、

こうして組織全体の競争力が時間の経過とともに下がっていくのである。 
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７． COFIX（報酬公正度指数） 

 

以上に述べた組織の問題を定量的に把握するための指標：COFIX（報酬公正度指数）をここで紹介したい。 

COFIX（Compensation Fairness Index）とは、企業の管理職以上の人材の実力に対する組織全体としての報

酬上の公正度を示すもので、100を最大として大きいほど報酬が実力に対して公正という指標である。 

 

COFIXを計算するには、まず主任クラス以上の管理職を対象に、責任の大きさ、組織への影響度、仕事の難

しさなど約２０項目（５．で説明された項目）について面接から聞き出す。それらデータを表計算プログラムに

入力して実力度指数（PVI：Position Value Index）を算出し、そのPVIを横軸に縦軸を報酬額とするプロット図

を作成する。そして全体から回帰式（Y=aX2 + bX + c）を算出し、現行の報酬額のバラツキ（統計学では、決定

係数というが、相関係数の２乗）をもって報酬の公正度（COFIX）とする。 

 

下図を例にとると、数百名の責任ある管理職人材が働く会社において、横軸にPVI、縦軸に基本給として、プ

ロットしていく。右に行けばより責任が重く高い実力が必要とされる仕事のPositionで、左にいけば実力が低く

ともこなせるPositionを示している。ここではCOFIXが５４である。 
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〈図１〉

 
ところで、これまでの経験では、現在エクセレントカンパニーと言われ、いち早くこの状況に大修正を加えたキ

ャノン、花王、武田薬品工業などを除くと、まだ多くの日本企業がCランク以下にあると推定される。つまり、

「人基準」の結果として、仕事の価値と離れた評価・報酬制度の組織が民間でも日本では一般的である。 

 

COFIX 評価 対策 

９０以上 AA 公正度が高い。微調整だけで対応可能。 

８０－９０ A 公正である。一年以内の微調整と評価訓練などで改善できる。 

６０－８０ B ２－３年以内で公正性を高め、評価訓練をすると、競争力が増す。 

４０－６０ C 国内企業平均。評価制度に改善の余地が大きく、抜本的対策が必要。 

４０以下 D 将来性に疑問がある。将来性のためには、経営哲学を変えることが必要 

 

 

８． 「人基準」が人を育てず、日本経済を衰退させている。 

 

私の経営再建や経営コンサルティングなどの経験から身近に見た「人基準」文化をご紹介しよう。 

 

まず、中堅管理職レベルの意思決定力の弱さである。毎月かなりの赤字が続いても、取るべきアクションを先

延ばしにしている。皆が周りの人の気持ちを思いはかり、じっと誰かが何かするのを待つ。何かすると、まず、

前任者の顔を潰すかもしれない。自分が動いて失敗すると、失敗のラベルが自分に付くかも知れない。しか

し、トップから誤解に基づいた指示がでると、自分に責任が及ばないため、すぐアクションする。状況を正確

に把握せず、アクションをとった場合のリスクを関係者全員で議論することもない。入社年次が上の先輩がい

るだけで自分の意見を出すことを躊躇したり、先輩の誤った意見にも同意する姿勢を見せたりする。 

 

「人基準」では、人が人を評価するために、評価者によって評価が動き、結局、明瞭な評価ができない。だか

らどこまで行っても不安で、自分の周りの人たちの自分に対する気持ちや評価を気にするのである。 

 



 
7/10 

「人基準」文化では、まず、仕事そのものを見るよりも、周りの関係者がどう思うかを見てから、自分の考え方を

決定する。そのため、会議の前に自分の意見を用意せず、1 人で真剣に考えたり判断しない癖がつく。若い

人も自分から会議で意見を言うより、黙って人の話を聞くことが良い態度とされる。そのような組織文化では、

結局、若い人を育てることもできない。 

 

日本の伝統的産業に頻繁に見られる「人規準」の評価制度は、中で働く従業員にとっては、互いの心使いな

ど気持ち良い雰囲気を作り、実に心休まる。しかし、いざという段になると、力を出せないのである。 

 

別の面からの表現として、「お湯の中のカエル」症候群と言うものがあるが、今は、いいお湯に仲間とゆっくり

漬かっている。見つめているのは、市場における付加価値：「仕事」ではなく、気持ちよさそうな仲間（人）の顔

である。皆上機嫌であるが、やがて、湯の温度が上がると出ることができなくなり、「茹でガエル」となる。温度

変化を感じにくいカエルの性質から来た警句であるが、「人基準」の職場は、同様の雰囲気を生むのである。 

 

再建コンサルタントの是松孝典氏は、彼の著書「崖っぷち企業は、こうして救え！」（ダイヤモンド社刊）で、中

小企業の経営再建に際しての心構えを「４かく経営」と説明されている。「恥をかく、義理をかく、人情をかく、

そして、汗をかく。」とある。しかし、破綻の危機にならなくとも、「仕事基準」になると日ごろから少しずつ経営

改善が可能である。人間関係の呪縛からきている不適切な業務を続けるのでなく、日ごろから節度をもって、

業務や契約関係を見直す。見直された相手企業も、他の業務や分野に進展しようとする。これは、要するに

需要の変化に従って、産業転換が起こるということであり、日本全体の産業政策としても合理的である。 

 

「人基準」の最大の弱点は、危機に対応できないことである。トップの判断能力が高い場合は問題ないが、人

間関係のため組織全体が身動きできなくなるのである。報告内容にいちいち感情をあらわにする人材が中

間層にいれば、市場情報は上に伝わらず、組織が破綻する危機を迎える場合もある。 

 

挙句の果てに、内部告発という形でメディアや公的組織に真実をもらさざるを得ない不幸な例が後をたたな

い。「人基準」の組織では、本来独立して機能を果たすべき品質管理や環境対策の担当者までもが、人間関

係の呪縛のため誤ったトップの判断や社内プロセスを容認せざるを得なくなるのである。 

 

人が「人」を評価する「人基準」文化では、各従業員が、職場内での人の評価に注意をとられ、家族のために

早く帰宅するより、仕事仲間を酒席に誘ったり職場の人間関係にエネルギーを費やす。 

 

「人基準」で人を評価すると結果として優れた人材が、浮き出てこない。成果主義の職場でも、必ず昇格前の

部下にトップランクの成績を与えることが通例になる。そして、人間関係が重要なので人が創出する仕事の価

値を評価するのでなく、部下全員を思うあまりに人材の昇進が結果平等になるのである。 

 

人材の昇進の判断での誤りは、毎年を見ると、小さいかもしれない。しかし、何年も小さな誤りが続くのである

から、最後に全く経営者として相応しくない人物が、トップになることもある。若いときは、きっと優秀だったの

だろうなと、外から見ている人達が納得するために努力を要するような人材である。 
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江戸の末期、アメリカから帰って、老中に召し出された勝海舟が、「何か、変わったことがあるだろう。」と言わ

れ、「少し眼に付きましたのは、亜米利加では、政府でも民間でも、およそ人の上に立つものは、みなその地

位相応に怜悧で御座います。この点ばかりは、全く我が国と反対のように思います。」という話があるが、現在

の日本においても、江戸時代と同様のことが起きているのである。 

 

日本企業のホワイトカラーの生産性が、欧米企業の半分以下だと言われてきて久しいが、「人基準」では、市

場の価値創造より人間関係にエネルギーを使い、組織全体の効率が著しく落ちる。数えられないほどの印鑑

が並ぶ稟議書も、多くの伝統ある企業の「人基準」の結果である。 

 

日本の大会社では、経営戦略会議で真剣な議論をしない場合が少なくない。皆が顔をあわせているが、「仕

事」の意思決定の妥当性を議論するよりも、参加者全員の気持ちだけを優先して会議が進められる。実は、

その前にトップと関係者間で方向を決めているから、議論は不要だという説明があるが、それなら稟議書への

印鑑も最低限にできるし、議題とせず報告だけで良い。 

 

私が、プロジェクトマネージャーとして海外でチームワークする際に、困るのは、「人基準」のメンバーである。

メンバーに仕事を修正する指示を出すと、二人だけで酒を飲み話したいなどと言いだす。私自身は、飲むこ

とは好きだが、3－４時間の話の内容が結局、悪く思わないで欲しいとか、どうでもよい話であることに、拍子

抜けするのである。私にとって、私の気持ちがどうこういうのは、メンバーが考えるべきでない、どうでも良いこ

となのである。 

 

「仕事基準」になると職場が、ギスギスするという人たちがあるが、それは、逆である。欧米では、神だけに許さ

れる「人」への評価を、日本では、上司が日常する。「人基準」では、部下に何を言っても部下の「人格」に問

題ありと指摘したことになる。そのギスギスを補うために飲みに行って若い人たちに、さらに嫌われ、明日に疲

れを残し、効率が下がる。このことは、日本全体で行われている愚行である。しかし、「仕事基準」であれば、

酒の席も最初から実行計画の場に変わるのである。 

 

欧米で仕事時間が短いのも、彼らが「仕事基準」であることが最大の理由である。「仕事基準」の職場では、

あくまで「仕事」を評価するために、皆が、喧々諤々議論をしても、ギスギスしないのである。私がいた外資系

の会社には、議論で Bloody：血まみれになると言う冗談があったが、そう言ってにこにこしているのである。血

まみれになるのは、議題であって、議論への参加者ではないからである。 

 

意思決定に関与する必要のない人までの顔をたて、気持ちを思い、多くの無駄な管理職のポジションを用意

し、自社内で十分こなせる仕事を外部の人材派遣に依頼し、結果として市場での競争力は、落ちてしまう。

それが、「人基準」である。 

 

現在、企業経営者も、リストラする人もされる人も、実は、彼らの評価制度・行動哲学の基本が、「人基準」で

あるために、より大きな苦しみを呼び込んでいるのである。 
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「人基準」の制度は、疲労破壊を起こしており、最近の 10 数年で日本経済を衰退させた一つの大きな要因で

ないかと思われる。 

 

 

９． 「仕事基準」が、人や組織を元気にさせ、経済を強化する。 

 

「仕事基準」の評価・報酬制度は、人に背番号のように肩書きや報酬がつかないので、同じ会社でもより自由

に仕事を選べるという選択肢を与える。報酬は、人間の価値と無関係であり、各人は、その仕事を選ぶので

ある。子供を育てている女性が、仕事を通して社会参加している場合や、年老いた両親を見なければならな

い人達は、時間的に余裕のあるポジションをしばらく選択したいだろう。 

 

年齢や性に関わらず各従業員が創出する「仕事の価値」で報酬が決まるとなると、目的がはるかに明確にな

る。貢献できない人材は、それ以上昇進せず、そのレベルの報酬で変化しない。しかし、既にその人が創出

する仕事の価値に見合った報酬なのであるから、年齢を理由にリストラされることもない。何より「仕事基準」で

昇進も報酬も決められるので組織全体で部下が上司の無能ぶりや優柔不断に悩む確率が下がるのである。 

 

リストラの場合でも、「人基準」である年功制報酬は冷酷であるが、「仕事基準」なら人にやさしいのである。 

 

これまでに説明した「人基準」と「仕事基準」の違いをまとめると下図のようになるが、一見、簡単な用語である

のに、裏にある意識の変化で人の感じ方、意識、行動、組織全体の効率などを根底から変えてしまうところが、

重要な点である。 

 

正に、欲求段階説で有名なアメリカの心理学者 アブラハム・マズローの言う「哲学が変わればすべてが変わ

る。」ということが起きるのである。 

人規準

１．人が人を評価する（不可能）

２．評価があいまい、不透明

３．評価が上司次第で変わる

４．人間関係にエネルギーを使う

５．競争相手は社内のライバル

６．人の階層が社内の壁を作る

７．社内官僚主義が横行

８．国際性の欠如

仕事規準

１．人が仕事を評価する（可能）

２．評価は明確、透明

３．誰が上司でも評価は変わらない

４．仕事にエネルギーを集中

５．競争相手は市場

６．フラットな組織

７．境界のない情報効率のよい組織

８．国際性  

 

この拙文を読まれた方々には、2～3 ヶ月は、「人基準」、「仕事基準」というコンセプトにそって、組織内での

人々の行動をじっくり観察していただければ幸いである。組織の競争力を上げるために「仕事基準」という概

念がどれほど役だつか、この言葉が、見習い坊主が見性した時のように感じる方々が続出するかも知れな

い。 
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大きな債務を抱えた公的セクターや地方自治体も、組織全体を「仕事基準」文化にして価値創造する方向に

転換する必要がある。効率向上の手法は、PFI や市場テストなどと言われているが、同時に本体の組織文化

を変換する必要がある。また、公的セクターから民間セクターへの転職やその逆も必要なのである。 

 

その準備として公的機関も含め、できるだけ早期に、現行の「人基準」から「仕事基準」の評価・報酬制度に

転換し、意識改革を行うことが必要である。 

 

 

１０． まとめ 

 

日本では、年齢と共に報酬が上昇するという戦後の「人基準」での生活給制度を基本として働く人々に安心

感を与え、そうすることで組織全体のモラールも維持できてきた。日に 3 度の食事がありがたかった時代から

始まり、酒を上司におごられて感激し、新しい家電製品の購入で家族皆が幸福感で一杯になった時代が、

はるかに遠くなった今、「人基準」での評価・報酬制度が、日本のあらゆる組織でモラールハザードを起こして

いる。 

 

「人基準」の評価・報酬制度は、仕事の価値と離れて報酬が決まるため多くが年功的になりすぎ、人々に技

能習得や実力養成より人間関係に注力させ、いざ不況時には中高年からのリストラを強いる。中高年にとっ

ては、転職の障害となり失業率が上がり、自殺者までもが増加する原因となっているのである。「人基準」での

評価・報酬制が、人間を鍛えず育てず、事務効率を下げ、意思決定を遅延させ、日本経済を衰退させてい

る。 

 

長い歴史から生まれている組織文化や人間行動を短期に変えるには、ある明確な意志をもって評価の価値

軸を変えることが必要である。私は、公的セクターや民間企業の経営効率向上のため、評価制度、報酬制度、

関係規則の見直しなど、早期に「仕事基準」への大転換を提案するものである。 

 

もし、そうできないのであれば、企業や公的組織に関わらず、欧米から多くの「仕事基準」人材をヘッドハント

する冗談のような案も考えられる。いずれにせよ、日本中の組織が「仕事基準」になれば、日本経済のために

なるだけでなく、人々は、生活者として今よりはるかに幸福になることは、間違いないだろう。 

 

――――――――――――――― 

ヒューマンキャピタルソリューション研究所 パートナー  

国際教育推進機構 代表 渡辺穰二 （大阪大学 工学部 昭和５１年） 


